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１ 原爆被爆者対策費返還金ほか（原爆被爆対策部）

款 項 目 番号

2 1 23 1-1      総務管理費返還金

総務費 総務管理費 諸費 1-5      原爆被爆者対策費返還金

 令和6年度に交付された国庫支出金の確定に伴い、返還が生じたため、その返還金を計上するもの。

（２）事業内容（返還金内訳）
(単位：千円)

交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

176,109 159,996 16,113 援護課

261 221 40 援護課

176,370 160,217 16,153

原
爆
被
爆
者
対
策
費

（１）概要

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名 返　還　理　由 所 管 課

1 原爆被爆者特別援護費
 （介護手当（扶助費分））

家族介護手当の支給件数が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

2 原爆被爆者特別援護費
 （介護手当（事務費分））

郵送料が見込みを下回ったことなどによるも
の。

予算説明書
事業名 補正額

ページ

22～23 195,682

国

庫

支

出

金

国

庫

負

担

金

民

生

費

国庫負担金　計

千円
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

総

務

費

総
務
管
理
費

31,674 30,978 696
被爆継承課
平和推進課

22,189 22,109 80 援護課

888,499 874,049 14,450
調査課
援護課

1,764 1,082 682 援護課

518,920 508,404 10,516 援護課

13,102 13,163 ▲ 61 調査課

3,045 2,819 226 調査課

2,735 2,713 22 調査課

1,481,928 1,455,317 26,611

歳入科目 歳出科目

国

庫

補

助

金

民

生

費

原

爆

被

爆

者

対

策

費

返　還　理　由

郵送料が見込みを下回ったことなどによるも
の。

消耗品費が見込みを下回ったことなどによるも
の。

5 原爆被爆者保健福祉施設費
 （原爆被爆者養護ホーム入所
　 措置費）

7 原爆被爆者一般援護費
 （訪問介護及び介護保険等利
　 用被爆者助成費）

10 原爆被爆者一般援護費
 （原爆被爆者動態調査費）

歳 出 事 項 名

8 原爆被爆者一般援護費
　(平和祈念式典行事費)

市民大行進が雨天中止となったことにより、平
和祈念行事共催費負担金が予定を下回ったこと
などによるもの。

ショートステイの利用日数が見込みを下回った
ことによるもの。

養護ホーム入所措置延人数が、死亡・入院等に
より見込みを下回ったことによるもの。

6 原爆被爆者保健福祉施設費
 （原爆被爆者短期入所生活介
　 護費）

4 原爆被爆者医療援護費
 （原爆被爆者保健相談費）

所 管 課

国

庫

支

出

金

複合型サービス利用被爆者助成分の支給件数が
見込みを下回ったことなどによるもの。

平和祈念式典への姉妹都市学生招待に係る費用
が見込みを上回ったことによるもの。

9 原爆被爆者一般援護費
 （原爆死没者慰霊等事業費)

補助対象事業において、事業費が見込みを下
回ったことによるもの。

3 平和推進費

国庫補助金　計
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

235,708 230,743 4,965 援護課

856,202 748,455 107,747 調査課

46,983 45,179 1,804 援護課

9,282,253 9,247,541 34,712 援護課

33,456 32,102 1,354 援護課

367,650 365,457 2,193 援護課

323 180 143 援護課

10,822,575 10,669,657 152,918

12,480,873 12,285,191 195,682

31,674 30,978 696

12,449,199 12,254,213 194,986

（３） 財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源
千円 千円 千円 千円 千円 千円

195,682 － － － － 195,682

海外送金手数料が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

歳入科目 歳出科目

委

託

金

歳 出 事 項 名 返　還　理　由

原

爆

被

爆

者

対

策

費

所 管 課

民

生

費

財 源 内 訳
事 業 費

委託金　計

国庫支出金　合計

（うち総務管理費　計）

（うち原爆被爆者対策費　計）

国

庫

支

出

金 17 原爆被爆者特別援護費
 （葬祭料（事務費分））

海外送金手数料が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

14 原爆被爆者特別援護費
 （手当（扶助費分））

13 原爆被爆者医療援護費
 （被爆二世健康管理費）

16 原爆被爆者特別援護費
 （葬祭料（扶助費分））

葬祭料の支給件数が見込みを下回ったことによ
るもの。

15 原爆被爆者特別援護費
 （手当（事務費分））

12 原爆被爆者医療援護費
 （長崎被爆体験者支援費）

健康診断受診件数が見込みを下回ったことなど
によるもの。

扶助費において、医療費支給件数が見込みを下
回ったことなどによるもの

健康診断受診件数が見込みを下回ったことなど
によるもの。

医療特別手当の支給件数が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

11 原爆被爆者医療援護費
 （原爆被爆者健康管理費）
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２　社会福祉費返還金（福祉部）

項 目 番号
千円

372,765

　　

交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

1
障害者自立支援給
付費負担金

5,943,553 5,860,910 82,643
障害福祉サービスにおいて、
給付実績が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

障害福祉課

2

障害児入所給付費
等負担金及び障害
児入所医療費等負
担金

1,929,768 1,827,546 102,222
障害児にかかるサービスに
おいて、給付実績が見込みを
下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

3
障害者医療費負担
金

534,317 499,701 34,616
更生医療給付費において、
給付実績が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

障害福祉課

4
特別障害者手当等
給付費国庫負担金

152,513 152,166 347
障害児福祉手当給付費にお
いて、給付件数が見込みを
下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

歳入科目 歳出科目

国
　
　
庫
　
　
支
　
　
出
　
　
金

予算説明書
事業名

（２）事業内容（返還金内訳）

 （１）　概要

令和６年度に交付された負担金等の確定に伴い、国・県支出金に返還金が生じたことなどにより、その返還金を
計上するもの。

　

歳 出 事 項 名 返　還　理　由

社
会
福
祉
費

民
　
生
　
費

国
　
　
庫
　
　
負
　
　
担
　
　
金

所 管 課

補正額
ページ 款

22～23
２

総務費
１

総務管理費
23

諸費
1-2 社会福祉費返還金

(単位：千円)
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

民
生
費

社
会
福
祉
費

5
介護保険事業特別
会計繰出金

333,536 329,678 3,858

低所得者保険料軽減負担金
において、対象者数の一部
が見込みを下回ったことによ
るもの。

介護保険課

8,893,687 8,670,001 223,686

6 包括的支援事業費 219,889 217,899 1,990
システム運営費用支出額が
見込みを下回ったことによる
もの。

高齢者すこやか
支援課

7

地域活動支援事業
費及び生活介護支
援サポーター事業
費

1,865 1,565 300

地域活動支援事業費におい
て、地域活動に対しての助成
件数が見込みを下回ったこと
によるもの。

高齢者すこやか
支援課

8
多機関型包括的支
援体制構築事業費

19,483 19,316 167
事業実施に係る旅費等の支
出額が見込みを下回ったこと
によるもの。

地域包括ケアシス
テム推進室

9
生活支援体制整備
事業費

8,933 8,714 219
事業実施に係る報酬等の支
出額が見込みを下回ったこと
によるもの。

地域包括ケアシス
テム推進室

10
地域生活支援事業
費等補助金

96,722 96,658 64

地域生活支援促進事業（精
神障害にも対応した地域包
括ケアシステムの構築推進
事業）において、対象経費の
支出額が見込みを下回った
ことによるもの。

障害福祉課

国
　
　
庫
　
　
支
　
　
出
　
　
金

返　還　理　由 所 管 課

国庫負担金　計

歳 出 事 項 名

国
庫
負
担
金

国
庫
支
出
金

歳入科目 歳出科目

国
　
　
庫
　
　
補
　
　
助
　
　
金

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

11

保育所等における
性被害防止対策に
係る設備等支援事
業費補助金（令和
５年度からの繰越
分）

513 512 1

民間保育所等支援内容記録
カメラ等設置費補助金の補助
対象経費が予定を下回った
ことによるもの。

障害福祉課

12

保育所等における
性被害防止対策に
係る設備等支援事
業費補助金（令和
５年度からの繰越
分）

512 511 1

民間保育所等支援内容記録
カメラ等設置費補助金に係る
消費税及び地方消費税の仕
入控除税額の返還が生じた
ため、事業者からの返還金を
財源として、国へ返還するも
の。

障害福祉課

13

児童虐待防止対策
等総合支援事業費
国庫補助金（令和
５年度からの繰越
分）

18,854 9,385 9,469

地域障害児支援体制強化事
業等において、対象経費の
支出額が見込みを下回った
ことによるもの。

障害福祉課

14

障害者総合支援事
業費補助金(追加
協議分)（令和5年
度(令和4年度から
の繰越分)）

4,312 4,309 3

障害福祉サービス継続支援
事業費補助金及びロボット等
導入支援費補助金に係る消
費税及び地方消費税の仕入
控除税額の返還が生じたた
め、事業者からの返還金を財
源と し て、 国へ返還す るも
の。

障害福祉課

15

障害者総合支援事
業費補助金(子ども
安全安心対策事業
分)（令和5年度(令
和4年度からの繰
越分)）

21,411 21,330 81

障害児の安心・安全対策支
援パッケージ推進事業費補
助金に係る消費税及び地方
消費税の仕入控除税額の返
還が生じたため、事業者から
の返還金を財源として、国へ
返還するもの。

障害福祉課

国
　
　
庫
　
　
補
　
　
助
　
　
金

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費

国
　
　
庫
　
　
支
　
　
出
　
　
金

返　還　理　由 所 管 課歳 出 事 項 名
歳入科目 歳出科目
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

16
社会福祉施設等施
設整備費国庫補助
金（令和4年度）

31,034 30,359 675

放課後等デイサービス及び
児童発達支援事業所（短期
入所併設）の施設整備補助
金に係る消費税及び地方消
費税の仕入控除税額の返還
が生じたため、事業者からの
返還金を財源として、国へ返
還するもの。

障害福祉課

17
社会福祉施設等施
設整備費国庫補助
金（平成23年度）

9,695 5,288 4,407

共同生活援助事業所の財産
処分により補助金の返還が
生じたため、事業者からの返
還金を財源として、国へ返還
するもの。

障害福祉課

18
高齢者福祉施設整
備 事 業 費 補 助 金
（令和元年度）

22,459 4,585 17,874

認知症対応型共同生活介護
事業所等の財産処分により
補助金の返還が生じたため、
事業者からの返還金を財源
として、国へ返還するもの。

福祉総務課

19 老人クラブ助成費 5,111 5,081 30
補助金の戻入が生じたクラブ
があったことによるもの。

高齢者すこやか
支援課

20
長崎市老人クラブ
連合会補助金

4,874 4,657 217
老人クラブ連合会の補助対
象活動に係る経費が見込み
を下回ったことによるもの。

高齢者すこやか
支援課

465,667 430,169 35,498

9,359,354 9,100,170 259,184

国
　
　
庫
　
　
支
　
　
出
　
　
金

国
　
　
庫
　
　
補
　
　
助
　
　
金

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費

歳入科目
所 管 課歳 出 事 項 名 返　還　理　由

国庫支出金　計

国庫補助金　計

歳出科目
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

21
長崎県障害者自立
支援給付費負担金

2,971,777 2,930,456 41,321
障害福祉サービスにおいて、
給付実績が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

障害福祉課

22
長崎県障害児通所
給付費等負担金

964,884 913,773 51,111
障害児にかかるサービスに
おいて、給付実績が見込みを
下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

23
障害者医療費負担
金

267,158 249,850 17,308
更生医療給付費において、
給付実績が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

障害福祉課

24
介護保険事業特別
会計繰出金

166,768 164,839 1,929

長崎県低所得者保険料軽減
負担金において、対象者数
の一部が見込みを下回った
ことによるもの。

介護保険課

4,370,587 4,258,918 111,669

25 包括的支援事業費 109,944 108,949 995
システム運営費用支出額が
見込みを下回ったことによる
もの。

高齢者すこやか
支援課

26

地域活動支援事業
費及び生活介護支
援サポーター事業
費

872 685 187

地域活動支援事業費におい
て、地域活動に対しての助成
件数が見込みを下回ったこと
によるもの。

高齢者すこやか
支援課

県負担金　計

県
　
　
支
　
　
出
　
　
金

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費

県
　
　
負
　
　
担
　
　
金

歳入科目 歳出科目
返　還　理　由

県
　
支
　
出
　
金

県
　
補
　
助
　
金

民
生
費

社
会
福
祉
費

所 管 課歳 出 事 項 名
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

27
多機関型包括的支
援体制構築事業費

9,741 9,658 83
事業実施に係る旅費等の支
出額が見込みを下回ったこと
によるもの。

地域包括ケアシ
ステム推進室

28
生活支援体制整備
事業費

4,466 4,357 109
事業実施に係る報酬等の支
出額が見込みを下回ったこと
によるもの。

地域包括ケアシ
ステム推進室

29
長崎県地域生活支
援事業費等補助金

57,392 57,023 369

地域生活支援促進事業（医
療的ケア児等総合支援事業
等）において、対象経費の支
出額が見込みを下回ったこと
によるもの。

障害福祉課

30
低所得者利用者負
担軽減費

1,930 1,761 169

長崎県介護保険低所得者特
別対策事業費補助金の一部
において、給付件数が見込
みを下回ったことによるもの。

介護保険課

184,345 182,433 1,912

4,554,932 4,441,351 113,581

13,914,286 13,541,521 372,765

（３）財源内訳

国庫支出金 県支出金 その他※ 一般財源

千円 千円 千円 千円

- - 23,041 349,724 
※事業者からの返還金　23,041千円

372,765 

県補助金　計

歳入科目 歳出科目

県支出金　　計

社会福祉費返還金　計

予算計上額
財源内訳

千円

県
　
　
支
　
　
出
　
　
金

県
　
　
補
　
　
助
　
　
金

返　還　理　由 所 管 課歳 出 事 項 名

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費
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３　保健衛生費返還金（市民健康部）

項 目 番号

１ ２３ 千円
総務

管理費
諸費 284,062

交 付 額 確 定 額 返 還 額

款 項 款 項 A B A - B 

1 結核管理指導費
　等

1,422 671 751
結核健診の実施件数が見込みを下
回ったことなどによるもの。

感染症対策室

2 感染症検査費等 2,471 1,980 491
検査機器整備において、当所予定し
ていた価格を下回る金額で契約を締
結できたことなどによるもの。

保健環境試験所

117 86 31
コロナのPCR検査費が見込みを下
回ったことによるもの。

感染症対策室

29 0 29
医療機関のPCR検査費の請求誤りに
よるもの。

感染症対策室

4 感染症検査費 2,636 2,250 386
感染症検査件数が見込みを下回った
ことによるもの。

保健環境試験所

3 新型コロナウイ
　ルス感染症対策
　費

1/2

1/2

令和4年度から令和6年度に交付された負担金等の確定に伴い、国・県支出金に返還金が生じたことなどにより、
その返還金を計上するもの。

歳入科目 歳出科目
補 助 率

国

庫

支

出

金

国

庫

負

担

金

衛

生

費

保

健

衛

生

費

歳出事項名

 （１）　概要

 （２）　事業内容（返還金内訳）
　　　　　　　　（単位：千円）

予算説明書
事業名

返還理由 所 管 課

１－６ 保健衛生費返還金
２

総務費

補正額
ページ 款

22～23
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交 付 額 確 定 額 返 還 額

款 項 款 項 A B A - B 

歳入科目 歳出科目
補 助 率 歳出事項名 返還理由 所 管 課

712 27 685
コロナ陽性者の入院費公費負担金が
見込みを下回ったことによるもの。

感染症対策室

157 0 157
医療機関のコロナ陽性者の入院医療
費の請求誤りによるもの。

感染症対策室

208,696 55,729 152,967
ワクチン接種者数が見込みを下回っ
たことによるもの。

感染症対策室

204 203 1
予防接種健康被害救済認定者の請求
誤りによるもの。

感染症対策室

3/4 7 結核医療療養費 6,487 6,486 1
医療機関の結核医療療養費の請求誤
りによるもの。

感染症対策室

1/2
8 感染症対策特別
　促進費

4,463 3,697 766
性感染症・肝炎ウイルス検査の受検
者数が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

感染症対策室

1/2 9 エイズ対策費 350 126 224
ＨＩＶ検査の受検者数が見込みを下
回ったことなどによるもの。

感染症対策室

1/2 10 予防費事務費 61 42 19
研修会に係る経費が見込みを下回っ
たことによるもの。

感染症対策室

1/2
11 風しん予防接種
　 費

5,797 5,461 336
風しんのクーポン券の郵送料が見込
みを下回ったことなどによるもの。

感染症対策室

3/4
5 新型コロナウイ
　ルス感染症対策
　費

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

国

庫

負

担

金

衛

生

費

保

健

衛

生

費

国
　
庫
　
補
　
助
　
金

国庫負担金　計

10/10

衛
　
　
　
生
　
　
　
費

保
　
健
　
衛
　
生
　
費

6 新型コロナウイ
　ルス予防接種費

67,432 155,499222,931
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交 付 額 確 定 額 返 還 額

款 項 款 項 A B A - B 

歳入科目 歳出科目
補 助 率 歳出事項名 返還理由 所 管 課

10/10
12 新型コロナウイ
　 ルス予防接種費

163,559 37,489 126,070
ワクチン接種者数が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

感染症対策室

1/2 13 結核医療療養費 314 313 1
補助金の事業実績報告に誤りがあっ
たことによるもの。

感染症対策室

10/10
14 結核対策特別促
　 進費

84 33 51
直接服薬確認事業に係る消耗品費が
見込みを下回ったことなどによるも
の。

感染症対策室

1/2
15 難病患者地域支
   援事業費

204 88 116
研修会に係る経費が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

健康づくり課

1/2
16 生活習慣病予防
   対策費

412 324 88
慢性腎臓病（CKD）予防啓発に係る
消耗品費が見込みを下回ったことな
どによるもの。

健康づくり課

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

1/2
17 がん検診等事業
   費

1,319 1,132 187
無料クーポン券の作成に係る委託料
が見込みを下回ったことなどによる
もの。

健康づくり課

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

国庫支出金　計 399,494

国
　
庫
　
補
　
助
　
金

衛
　
　
　
生
　
　
　
費

保
　
健
　
衛
　
生
　
費

116,137 283,357

48,705 127,858国庫補助金　計 176,563
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交 付 額 確 定 額 返 還 額

款 項 款 項 A B A - B 

歳入科目 歳出科目
補 助 率 歳出事項名 返還理由 所 管 課

3/4 18 事故措置費 159 86 73
予防接種健康被害調査委員会に係る
経費が見込みを下回ったことによる
もの。

感染症対策室

19 がん検診等事業
   費

20 生活習慣病予防
   対策費

410,755 126,693 284,062

 （３）　財源内訳

11,102

県補助金　計 11,261

県支出金　計 11,261

合　　　　計

健康づくり課

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

10,556 705

県
　
支
　
出
　
金

県
　
補
　
助
　
金

衛
 

生
 

費

保
健
衛
生
費 2/3 10,470 632

健康診査費において、歯周疾患検診
の受診者数が見込みを下回ったこと
などによるもの。

10,556 705

国庫支出金 県支出金 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

284,062 －　 －　 －　 284,062

予算計上額
財源内訳
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４　児童福祉費返還金ほか（こども部）

項

1 千円

総務
管理費

　ア　児童福祉費返還金

差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

20

77

▲ 29,256

55,868

48,808

1,961

1,810
子育てサ
ポート課

42,654
こども
政策課

１ 子育て世帯訪問支援事業費 20 0
措置による利用を見込んでいたが生じなかったも
の。

２ 子育て短期支援費 77 0
措置による利用を見込んでいたが生じなかったも
の。

所 管 課
Ａ Ｂ

交 付 額 確 定 額

251,687 202,879
各種加算の取得状況が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

６ 地域型保育給付費
　（小規模保育費）

16,017 14,056
各種加算の取得状況が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

4,012,242
入所児童数が見込みを下回ったことなどによるも
の。

22～23
2 23

1-3
1-6

児童福祉費返還金
保健衛生費返還金総務費 諸費

2,259 利用者数が見込みを下回ったことなどによるもの。

８ 児童手当費 4,523,902 4,481,248 支給対象者数が見込みを下回ったことによるもの。

返還理由

予　算　説　明　書
事　業　名 補　正　額

ページ 款 目 番号

７ 助産施設入所費 4,069

351,037

（１）概要

　令和５年度及び令和６年度に交付された負担金等の確定に伴い、国・県支出金に返還金が生じたことにより、その返
還金を計上するもの。

（２）事業内容（返還金内訳）

340,198千円

歳入科目 歳出科目

３ 民間保育所等施設型給付費
　（保育所）

3,699,196 3,728,452
入所児童数が見込みを上回ったことなどによるも
の。

４ 民間保育所等施設型給付費
　（認定こども園）

4,068,110

子育てサ
ポート課

幼児課

歳出事項名

国
庫
支
出
金

国
庫
負
担
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

５ 民間保育所等施設型給付費
　（幼稚園）
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差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

385

▲ 473

943
子育てサ
ポート課

122,797国庫負担金　計（１～11　計） 13,169,749 13,046,952

９ 児童扶養手当費 596,263 595,878
受給者の現況届により過年度分の過誤払が判明した
ことなどによるもの。

10 白菊寮運営費 3,482 3,955
入所施設措置費における事務費が見込みを上回った
ことによるもの。

11 広域入所費 6,926

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由

Ａ Ｂ
所 管 課

こども
政策課国

庫
支
出
金

国
庫
負
担
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

5,983
他都市の母子生活支援施設への延べ入所世帯数が見
込みを下回ったことなどによるもの。
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差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

1,344

177

225

84

127

1,389

8

326

129

▲ 77

5,079

13,183

227

139

3,834

7,207

497 訪問件数が見込みを下回ったことなどによるもの。

23 認可外保育施設等利用給付費 66,110 52,927 給付実績が見込みを下回ったことなどによるもの。

3,697
運営委託料が見込みを下回ったことなどによるも
の。

25 低所得世帯副食費給付費 303 164 申請件数が見込みを下回ったことなどによるもの。

26 民間保育所等事業費補助金
　（延長保育事業）

18,447 14,613

27 民間保育所等事業費補助金
　（一般型一時預かり事業）

29,824 22,617
補助対象施設数が見込みを下回ったことなどによる
もの。

補助対象施設数が見込みを下回ったことなどによる
もの。

所 管 課
Ａ Ｂ

12 こども家庭センター運営費
　（重層的支援体制整備事業）

16,183 14,839

22 病児・病後児保育費 39,221 34,142
新規施設の開設が当初の想定よりも遅れたことなど
によるもの。

14 子育て支援センター運営費 32,748 32,523
運営費に係る補助額が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

20 ファミリー・サポート・センター
   運営費

3,826

21 子育て短期支援費 920 997 利用日数が見込みを上回ったことなどによるもの。

18 養育支援訪問費 15

19 子育て世帯訪問支援事業費 823

304 127

17 乳児家庭全戸訪問費 4,945 3,556
ハイリスク妊婦に対する保健師訪問件数を増やした
ことから、助産師による委託訪問件数が見込みを下
回ったことなどによるもの。

15 子ども食堂開設応援費 120 36
子ども食堂の開設に係るアドバイザー派遣件数が見
込みを下回ったことによるもの。

会計年度任用職員の報酬が見込みを下回ったことな
どによるもの。

郵送料が見込みを下回ったことなどによるもの。

児童虐待防止対応リーフレットに係る印刷製本費が
見込みを下回ったことなどによるもの。

16 伴走型相談支援及び出産・子育て
 　応援給付金実施事業費(事務費)

4,415 4,288

子育てサ
ポート課

こども
政策課

子育てサ
ポート課

幼児課

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

24 認可外保育施設等利用給付費
   （過年度分）

0 ▲ 227 一部の申請者へ返還請求を行ったことによるもの。

7 訪問件数が見込みを下回ったことなどによるもの。

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由

13 こども家庭センター運営費
　（子ども・子育て支援交付金事業）
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差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

5,323

28

24,924

35,828

88

2,330 幼児課

135
こども
政策課

1 幼児課

76
こども

みらい課

134 幼児課

▲ 340

1,290

103

664

49
子育てサ
ポート課

2,443 2,367 補助対象経費が見込みを下回ったことによるもの。

200 65
記録カメラの設置経費が見込みを下回ったことによ
るもの。

37 ひとり親家庭自立支援助成費 40,116 38,826
自立支援教育訓練給付金等の支給対象者数が見込み
を下回ったことによるもの。

39 ひとり親家庭養育費確保支援事業費 875

38 ひとり親家庭等自立促進センター費 2,310 2,207
事業に係る委託料が見込みを下回ったことによるも
の。

36 母子父子自立支援プログラム策定費 200 540
プログラム策定件数が見込みを上回ったことによる
もの。

35 【補助】児童福祉等施設整備事業費
    補助金（病児・病後児施設）

12,227 12,093
補助対象経費が見込みを下回ったことなどによるも
の。

211
公正証書作成等に係る補助額が見込みを下回ったこ
とによるもの。

40 ひとり親家庭等日常生活支援費 423 374 利用時間が見込みを下回ったことなどによるもの。

2,552 2,551 補助対象経費が見込みを下回ったことによるもの。

33 医療的ケア児保育支援費補助金

29 認可外保育施設健康診断実施費補助
　 金

48 20
補助対象施設数が見込みを下回ったことによるも
の。

１施設あたりの補助額が見込みを下回ったことによ
るもの。

32 放課後児童健全育成費（児童クラ
   ブ支援員等資質向上研修費）

468 380
研修に係る委託料が見込みを下回ったことによるも
の。

31 放課後児童健全育成費 574,925 539,097

7,792 5,462

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由 所 管 課

Ａ Ｂ

１施設あたりの補助額が見込みを下回ったことなど
によるもの。

28 民間保育所等事業費補助金
　（幼稚園型一時預かり事業）

43,805 38,482
補助対象施設数が見込みを下回ったことなどによる
もの。

30 保育士等サポート事業費補助金 133,507 108,583

運営に係る補助額が見込みを下回ったことによるも
の。

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

34 民間保育所等支援内容記録カメラ等
　 設置費補助金

幼児課

こども
みらい課

こども
政策課
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差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

40

1,296

19
こども
政策課

3

3

8

105,403

228,200

10

39

▲ 14,451

29,104

27,978

610

43,290

国庫支出金　計（１～46　計） 14,214,193 13,985,993

県
支
出
金

県
負
担
金

47 子育て世帯訪問支援事業費 10 0
措置による利用を見込んでいたが生じなかったも
の。

48 子育て短期支援費 39

6,325 5,715
各種加算の取得状況が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

0
措置による利用を見込んでいたが生じなかったも
の。

県負担金　計（47～52　計）

45 こどもの安心・安全対策支
   援パッケージ推進事業費補
   助金

0 ▲ 3
令和５年度分の消費税及び地方消費税仕入控除税額
（補助金返還相当額）の国庫返還額に追加が判明し
たため返還するもの。

46 民間保育所等支援内容記録
　 カメラ等設置費補助金

0 ▲ 8
事業者の確定申告により消費税及び地方消費税仕入
控除税額（補助金返還相当額）が確定したことによ
るもの。

939,041

42 市立保育所費運営費
  （医療的ケア児対応分）

4,099 2,803
１施設あたりの補助額が見込みを下回ったことなど
によるもの。

所 管 課
Ａ Ｂ

子育てサ
ポート課

国庫補助金　計（12～46　計） 1,044,444

41 市立保育所費運営費
  （支援内容記録カメラ等設置分）

250 210 補助対象経費が見込みを下回ったことによるもの。

消費税及
び地方消
費税仕入
控除税額

43 子育て支援センター運営費 0 ▲ 19
事業者の確定申告により消費税及び地方消費税仕入
控除税額（補助金返還相当額）が確定したことによ
るもの。

44 認可外保育施設健康診断実
　 施費補助金

0 ▲ 3
事業者の確定申告により消費税及び地方消費税仕入
控除税額（補助金返還相当額）が確定したことによ
るもの。

幼児課

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由

3,619,260 3,575,970

49 民間保育所等施設型給付費
　（保育所）

1,455,357 1,469,808
入所児童数が見込みを上回ったことなどによるも
の。

幼児課

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

民
生
費

児
童
福
祉
費

幼児課

50 民間保育所等施設型給付費
　（認定こども園）

1,960,124 1,931,020
入所児童数が見込みを下回ったことなどによるも
の。

51 民間保育所等施設型給付費
　（幼稚園）

197,405 169,427
各種加算の取得状況が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

52 地域型保育給付費
　（小規模保育費）
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差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

336
子育てサ
ポート課

225

275

342

63

43

129

▲ 77

5,079

5,888

423

139

3,834

7,207

5,323

54 子育て支援センター運営費 32,748 32,523
運営費に係る補助額が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

給付実績が見込みを下回ったことなどによるもの。

63 認可外保育施設等利用給付費
   （過年度分）

39,221 34,142
新規施設の開設が当初の想定よりも遅れたことなど
によるもの。

62 認可外保育施設等利用給付費 29,295

60 子育て短期支援費 920

65 民間保育所等事業費補助金
  （延長保育事業）

18,447 14,613
補助対象施設数が見込みを下回ったことなどによる
もの。

66 民間保育所等事業費補助金
　（一般型一時預かり事業）

29,824 22,617
補助対象施設数が見込みを下回ったことなどによる
もの。

67 民間保育所等事業費補助金
　（幼稚園型一時預かり事業）

43,805 38,482
補助対象施設数が見込みを下回ったことなどによる
もの。

幼児課

23,407

303 164 申請件数が見込みを下回ったことなどによるもの。

61 病児・病後児保育費

0 ▲ 423 一部の申請者へ返還請求を行ったことによるもの。

所 管 課
Ａ Ｂ

53 こども家庭センター運営費
　（重層的支援体制整備事業）

4,046 3,710

56 伴走型相談支援及び出産・子育て
　 応援給付金実施事業費(給付金)

33,175 32,833 給付者数が見込みを下回ったことによるもの。

990,770

令和5年度に判明した令和元年度以降の福祉医療費過
誤払について、令和6年度に受給者へ一括請求したこ
とに伴い、県に対して過大に受けた補助金を返還す
るもの。

会計年度任用職員の報酬が見込みを下回ったことな
どによるもの。

55 こども医療対策費 991,045

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由

2,144 郵送料が見込みを下回ったことなどによるもの。

997 利用日数が見込みを上回ったことなどによるもの。

59 ファミリー・サポート・センター
   運営費

3,826 3,697
運営委託料が見込みを下回ったことなどによるも
の。

58 乳児家庭全戸訪問費 3,593 3,550
ハイリスク妊婦に対する保健師訪問件数を増やした
ことから、助産師による委託訪問件数が見込みを下
回ったことなどによるもの。

57 伴走型相談支援及び出産・子育て
　 応援給付金実施事業費(事務費)

2,207

県
支
出
金

県
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

子育てサ
ポート課

こども
政策課

64 低所得世帯副食費給付費
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差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

3,498 幼児課

35,828
こども

みらい課

134 幼児課

消費税及
び地方消
費税仕入
控除税額

19
こども
政策課

68,708

111,998

340,198

県補助金　計（53～71　計） 1,829,582 1,760,874

県支出金 計（47～71 計） 5,448,842 5,336,844

県
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

68 保育士等サポート事業費補助金 9,975 6,477
１施設あたりの補助額が見込みを下回ったことによ
るもの。

71 子育て支援センター運営費 0 ▲ 19
事業者の確定申告により消費税及び地方消費税仕入
控除税額（補助金返還相当額）が確定したことによ
るもの。

児童福祉費返還金 合計（１～71 計） 19,663,035 19,322,837

県
支
出
金

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由

70 【補助】児童福祉等施設整備事業費
   補助金（病児・病後児施設）

12,227 12,093
補助対象経費が見込みを下回ったことなどによるも
の。

69 放課後児童健全育成費 574,925 539,097
運営に係る補助申請額が見込みを下回ったことによ
るもの。

所 管 課
Ａ Ｂ

-21-



　イ 保健衛生費返還金

差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

630

7,158

7,788

283

741

409
こども
政策課

1,433

9,221

医療費の1人あたり支給単価が見込みを下回ったこと
などによるもの。

10,839千円

子育てサ
ポート課

４ 産後ケア事業費 12,480 11,739 利用者数が見込みを下回ったことなどによるもの。

国庫負担金　計（１～２　計） 68,649 60,861

国庫補助金　計（３～５　計） 23,005 21,572

衛
生
費

保
健
衛
生
費

３ 妊産婦健康診査費
　 (産婦健康診査・多胎妊婦健康診査
　 ・初回産科健康診査)

9,542 9,259 受診者数が見込みを下回ったことなどによるもの。

５ 小児慢性特定疾病医療費
   （日常生活用具給付事業及び事務費）

983 574
日常生活用具の申請件数が見込みを下回ったことな
どによるもの。

82,433

所 管 課
Ａ Ｂ

国
庫
支
出
金

国
庫
負
担
金

衛
生
費

保
健
衛
生
費

１ 身体障害児育成医療費 1,402 772

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由

医療費の1人あたり支給単価が見込みを下回ったこと
などによるもの。

こども
政策課

２ 小児慢性特定疾病医療費 67,247 60,089

国
庫
補
助
金

国庫支出金　計（１～５　計） 91,654
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差引返還額

款 項 款 項 Ａ－Ｂ

1,303

315

1,618

1,618

10,839

医療費の1人あたり支給単価が見込みを下回ったこと
などによるもの。

７ 身体障害児育成医療費 701 386

8,539 6,921

医療手当の額が見込みを下回ったことなどによるも
の。

※消費税仕入控除税額等返還金

一般財源

千円 千円 千円 千円 千円

保健衛生費返還金　合計（１～７　計） 100,193 89,354

（３）財源内訳

事業費
財源内訳

国庫支出金 県支出金 その他 ※

351,037          -                  -                 52               350,985        

所 管 課
Ａ Ｂ

県
支
出
金

県
負
担
金

衛
生
費

保
健
衛
生
費

６ 事故措置費 7,838 6,535

歳入科目 歳出科目
歳出事項名

交 付 額 確 定 額
返還理由

こども
政策課

県負担金　計（６～７　計） 8,539 6,921

県支出金　計（６～７　計）
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ア　社会福祉費返還金 千円

款 項 款 項

国
庫
負
担
金

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費

５　社会福祉費返還金ほか（中央総合事務所・東総合事務所）

8,723
歳入科目 歳出科目

歳 出 事 項 名
交 付 額 確 定 額 差引返還額

返　還　理　由 所 管 課
Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

（単位：千円）

住居確保給付費

国庫負担金　計 13,225 4,502 8,723

13,225
国
庫
支
出
金

1

社会福祉費返還金　合計 13,225 4,502 8,723

予 算 説 明 書
事 業 名 補 正 額

ペ ー ジ 款 項 目 番 号

22 ～ 23
２

総務費
１

総務管理費
23

諸費

1-2
1-3
1-4

社会福祉費返還金
児童福祉費返還金
生活保護費返還金

千円

200,841

（１）　概要

令和6年度に交付された負担金等の確定に伴い、国・県支出金に返還金が生じたことにより、その返還金を
計上するもの。

(２) 事業内容（返還金内訳）

4,502 8,723
申請者数及び支給月数が見込みを
下回ったことによるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課
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イ　児童福祉費返還金 千円

款 項 款 項

2
こども家庭センター運営
費

県補助金　計

20 （単位：千円）
歳入科目

県
支
出
金

県
補
助
金

東総合事務所
地域福祉課

4,989 4,973 16

678 696

国庫支出金　計 16

児童福祉費返還金　合計 6,236 6,216 20

県支出金　計

1,247 1,243 4

1,243 41,247

歳 出 事 項 名
交 付 額 確 定 額 差引返還額

返　還　理　由

▲ 18
会計年度任用職員の報酬が見込み

を上回ったことによるもの。

4,989 4,973

所 管 課
Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

民
生
費

児
童
福
祉
費

1,078 1,069 9
会計年度任用職員の報酬等が見込
みを下回ったことによるもの。

169 174 ▲ 5

中央総合事務所
地域福祉課

会計年度任用職員の報酬が見込み
を上回ったことによるもの。

東総合事務所
地域福祉課

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

1
こども家庭センター運営
費

国庫補助金　計

中央総合事務所
地域福祉課

4,311 4,277 34
会計年度任用職員の報酬等が見込
みを下回ったことによるもの。

歳出科目
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ウ　生活保護費返還金 千円

款 項 款 項

国
庫
補
助
金

民
　
生
　
費

生
活
保
護
費

歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差引返還額
返　還　理　由

生
活
保
護
費

民
　
生
　
費

中央総合事務所
生活福祉１課

6,204,836

中央総合事務所
生活福祉１課

10,502

4
生活保護受給者
就労支援費

47,881 48,897 ▲ 1,016
会計年度任用職員の報酬等が見込
みを上回ったことによるもの。

扶助費
（生活扶助費等）

6,345,2371

200,841 － － － － 200,841

千円 千円 千円 千円 千円 千円

192,083

2
扶助費
（医療扶助費等）

7,980,586 7,930,964

生活保護受給者
健康管理支援費

10,674 ▲ 172
会計年度任用職員の報酬等が見込
みを上回ったことによるもの。

49,622

令和7年1月に提出した所要額見込
により負担金の交付額が決定され
たが、扶助費の伸びがその見込み
を下回ったことによるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

令和7年1月に提出した所要額見込
により負担金の交付額が決定され
たが、扶助費の伸びがその見込み
を下回ったことによるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

3
扶助費
（介護扶助費等）

251,007 247,759 3,248

国庫負担金　計 14,635,213 14,443,130

県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 費

財 源 内 訳
国 庫 支 出 金

国庫補助金　計 779 764 15

生活保護費返還金　合計 14,635,992 14,443,894 192,098

(３) 財源内訳

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

140,401

令和7年1月に提出した所要額見込
により負担金の交付額が決定され
たが、扶助費の伸びがその見込み
を下回ったことによるもの。

国
庫
負
担
金

5

所 管 課
Ａ

764 15
委託料が見込みを下回ったことに
よるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

6 生活保護費事務費 779

中央総合事務所
生活福祉１課

Ｂ Ａ － Ｂ

（単位：千円）192,098
歳入科目
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６　小学校費返還金ほか（教育委員会）

款 項 目 番号

2 1 23 1-7

総務費 総務管理費 諸費 1-8

（２）事業内容（返還金内訳）
(単位：千円)

交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

小
学
校
費

10,942 9,905 1,037 学務課

中
学
校
費

4,412 4,066 346 学務課

15,354 13,971 1,383

15,354 13,971 1,383

（３） 財源内訳

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,383 － － － － 1,383

22～23 1,383

国

庫

支

出

金

国

庫

補

助

金

教

育

費

国庫補助金　計

小学校費返還金

中学校費返還金

令和６年度に交付された国庫補助金の確定に伴い、返還が生じたことにより、その返還金を計上するもの。

財 源 内 訳
事 業 費

国庫支出金　合計

（１）概要

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名 返　還　理　由 所 管 課

1 特別支援教育就学奨励費
 （小学校）

特別支援教育就学奨励費の支給実績が見込みを
下回ったことによるもの。

2 特別支援教育就学奨励費
 （中学校）

特別支援教育就学奨励費の支給実績が見込みを
下回ったことによるもの。

予算説明書
事業名 補正額

ページ
千円
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